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（42）間接強制手続の段階ではないが、10歳前後から小学校高学年までの子の意思について、「一定の判
断能力ある子が表明する意思に相応の重きが置かれるべきことは当然であり、そのような年齢に
ない子の場合も相当な考慮が払われなければならない」とする（棚村政行「離婚と父母による面
接交渉」判例タイムズ952号62頁（1997年））。
（43）二宮・前掲注(5)154頁。
（44）佐々木健「面会交流における子の意思―片親疎外（症候群）理論を巡って―」法律時報85巻４号
62頁（2013年）。
（45）上向・前掲注(5)147頁。
（46）可児康則「特別寄稿 面会交流に関する家裁実務の批判的考察―「司法が関与する面会交流の実
情に関する調査」を踏まえて―」判例時報2299号16頁（2016年）。
（47）棚村政行「アメリカの子の監護交流調整制度の実情と課題」戸籍時報603号15頁（2006年）、南方
暁「面会交流の支援体制に関する一試論―イギリスの面会交流センターを素材として―」『家族と
法の地平―三木妙子・磯野誠一・石田稔先生 献呈論文集』131頁以下（尚学社、2009年）、棚村
政行「アメリカにおけるDV防止法制の展開と子の監護・面会交流」ジェンダー研究21 １号26頁
（2011年）、犬伏由子・宋賢鐘「韓国法における親の離婚と子の養育について―子の利益（福利）
を実現するシステムの構築に向けて―」法学研究86巻１号182頁（2013年）、拙稿「婚姻破綻した
父母間の子の利益確保を目的としたイギリス法の取組み―『子のための取決め陳述書提出制度』
の推移に着目して―」戸籍時報721号26頁（2015年）、同「父母間の子の奪い合いに対するイギリ
ス法の予防的取り組み―『子のための取り決め陳述書提出制度』の廃止要因に着目して―」中京
学院大学研究紀要22巻52頁-53頁（2015年）等参照。国内における父母教育プログラムを実施する
試みについては、安部隆夫・樋口昇・山本廣子「面接交渉等に関する父母教育プログラムの試
み」家裁月報55巻4号111頁（2003年）等参照。
【追記】校正時、子が拒絶する面会交流の間接強制が認められた大阪家決平成28年２月１日判例タイム
ズ1430号230頁に接した。
判例研究：間接強制手続上で面会交流に対する子の拒絶意思が考慮され、
間接強制申立てが却下された事例（佐藤）52
